大槌町６次産業化推進事業等補助金交付要綱

（目的）
第１条　この要綱は、町の農林水産物を活用した加工品の研究開発及び既存商品の改良等に取組む者に対し、その事業に要する経費の一部について、予算の範囲内において補助金を交付することにより、新たな産業の創出や、農林水産業、商業及び工業の連携など、地域産業の活性化を図ることを目的とする。

２　前項の補助金の交付に関しては、大槌町補助金交付規則（昭和38年大槌町規則第12号。以下「規則」という。）並びに大槌町補助金交付規程に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。
　（補助対象事業）

第２条　補助金の交付の対象となる事業（以下、「補助対象事業」という。）は、次に掲げる事業とし、大槌町産の農林水産物を活用した取り組みとする。

(1)　６次産業化推進事業　農林水産物の生産及びその加工並びに販売までを一体的に行う事業活動であって、農林水産物の新たな価値を生み出すことを目指した事業
(2)　農商工連携支援事業　農林水産業を営む者と商工業者等がそれぞれの有する経営資源を互いに持ち寄り、新商品・新サービスの開発等に取り組む事業
(3)　新商品開発支援事業　商工業を営む者が、新商品・新サービスの開発等に取り組む事業
(4)  既存商品改良支援事業　商工業を営む者が、既存の商品の改良等に取り組む事業　

２　前項の規定にかかわらず、他の同種の補助金等の交付を受ける事業、既に着手されている事業、補助金の交付の対象となる経費（以下、「補助対象経費」という。）が市場調査実施費、資格取得費用、先進事例視察経費、販路開拓費のみである事業、採択年度の３月31日までに完了しない事業は、補助の対象としない。
（事業実施主体）
第３条　事業実施主体は、前条第１項各号に定める事業に応じて対象となる者を定めるものとする。
　(1)　６次産業化推進事業

　　ア　新おおつち漁業協同組合の組合員資格を有する漁業者、自ら米、野菜、果樹又は花卉等を生産する農林畜産業を営む者（以下、「一次生産者」という。）のうち、食品衛生法（昭和22年法律第233号）第52条第１項に規定する営業許可（以下、「営業許可」という。）を受けていない者
　　イ　一次生産者が組織する団体又は構成員となっている団体のうち、営業許可を受けていない団体
　(2)　農商工連携支援事業

　　ウ　営業許可を受けている商工業者及び一次生産者等で構成される団体
　(3)　新商品開発支援事業

　　エ　営業許可を受けており、一次産業に従事していない商工業者
　　オ　営業許可を受けており、かつ、一次産業に従事している者及び団体
　(4)　既存商品改良支援事業

　　カ　営業許可を受けており、一次産業に従事していない商工業者

　　キ　営業許可を受けており、かつ、一次産業に従事している者及び団体
２　事業実施主体については、大槌町に住所を有する個人、法人又は大槌町に住所を有する個人又は法人が主たる構成員となっている団体とする。

３　第１項及び第２項の規定にかかわらず、町税の滞納があるものは事業実施主体としない。
（補助対象経費及び補助率）

第４条　補助対象経費、補助率及び交付上限額は、別表第１に定めるとおりとし、町長が予算の範囲内で決定するものとする。
２　交付する補助金の額は、千円未満を切り捨てるものとする。
３　交付する補助金は、一の補助対象事業当たり１回を限度とする。
（補助金の交付申請）
第５条　補助金の交付を受けようとする事業実施主体は、大槌町６次産業化推進事業等補助金交付申請書（様式第１号）に、申請する事業に応じて次に掲げる書類を添えて、町長に提出しなければならない。

(1)　大槌町６次産業化推進事業実施計画書（様式第２号）
(2)　大槌町農商工連携支援事業実施計画書（様式第３号）

(3)　大槌町新商品開発支援事業実施計画書（様式第４号）

(4)　大槌町既存商品改良支援事業実施計画書（様式第５号）

(5)　住民票の写し（申請者が一次生産者又は団体の場合に限り、団体の場合はその団体を代表する者の住民票の写しとする。）

(6)　構成員名簿（申請者が団体の場合に限る。）

(7)　履歴事項全部証明書及び定款の写し（申請者が法人の場合に限る。）

(8)　規約の写し（申請者が団体の場合に限る。）

(9)　町税に係る納税証明書類

(10)　補助対象経費の額が把握できる書類

(11)　法令等の許認可を必要とする場合は、許可証等の写し

(12)　誓約書

(13)　その他町長が必要と認める書類
（補助金交付の決定）
第６条　町長は、補助金の交付の申請があったときは、当該申請に係る書類等の審査及び必要に応じ現地調査等を行い、補助金を交付すべきものと認めたときは、速やかに補助金の交付の決定を行い、大槌町６次産業化推進事業等補助金交付決定通知書（様式第６号）により補助事業者へ通知するものとする。
（決定の変更）
第７条　補助事業の内容の変更の承認又は補助事業の内容を変更した場合において当該変更に伴い補助金の交付の決定の変更を要するときは、これを変更するものとする。

２　前項の規定は次に掲げる場合の変更とする。

(1)　事業費の20パーセント以上の変更をする場合

(2)　事業の目的、内容、その他交付の決定に影響を及ぼす変更をする場合

３　規則第６条第１項第１号又は第２号の町長の承認を受けようとする者は、大槌町６次産業化推進事業等計画変更（中止、廃止）承認申請書（様式第７号）を提出しなければならない。
４　前項の規定による承認申請書の提出があった場合において、町長がこれを適当と認めたときは、大槌町６次産業化推進事業等計画変更（中止、廃止）承認通知書（様式第８号）により補助事業者へ通知するものとする。
（実績報告）

第８条　補助事業者は、補助事業完了後速やかに、大槌町６次産業化推進事業等補助金完了報告書（様式第９号）に必要書類を添えて、町長に提出するものとする。
（補助金の額の確定）

第９条　町長は、前条の規定による報告書の提出があったときは、その内容を審査し、補助金の額を確定し、大槌町６次産業化推進事業等補助金交付額確定通知書（様式第10号）により、補助事業者に通知するものとする。
（補助金の交付）
第10条　補助事業者は、前条の規定による通知を受けたときは、大槌町６次産業化推進事業等補助金交付請求書（様式第11号）を町長に提出するものとする。
　（連携及び公表）

第11条　町は、本事業の円滑な実施を図るため、補助事業者と連絡を密にするとともに、補助事業者に対して適切な助言を行うものとする。

２　本事業の実施により得られた成果の内容については、公表できるものとし、町は、その内容を本事業の宣伝、広報等に使用することができる。

（その他）
第12条　この要綱に定めるもののほか、必要事項は町長が別に定める。
附　則

　この要綱は、令和元年10月１日から施行する。

別表第１（第４条関係）
	事業名
	補助対象経費
	補助率
	交付上限額

	６次産業化推進事業
	試作品開発に係る経費

（原材料費、試作開発費、等）

検査分析費

（成分検査費、細菌検査費、等）

包装費

（資材費、デザイン料、等）

市場調査実施費

（試供品製造費、モニタリング費用、等）
販路開拓費

（広告宣伝費、展示会出展費、等）

資格取得費用

（衛生管理資格、経理資格、等）

営業許可取得費用

アンテナショップ等の借店料

先進事例視察経費
専門家等への謝金
	税抜金額の80％以内
	400,000円

	農商工連携支援事業
	試作品開発に係る経費

（原材料費、試作開発費、等）

検査分析費

（成分検査費、細菌検査費、等）

包装費

（資材費、デザイン料、等）

市場調査実施費

（試供品製造費、モニタリング費用、等）

販路開拓費

（広告宣伝費、展示会出展費、等）
専門家等への謝金
	税抜金額の80％以内
	300,000円

	新商品開発支援事業
	試作品開発に係る経費

（原材料費、試作開発費、等）

検査分析費

（成分検査費、細菌検査費、等）

包装費

（資材費、デザイン料、等）

市場調査実施費

（試供品製造費、モニタリング費用、等）

販路開拓費

（広告宣伝費、展示会出展費、等）
専門家等への謝金
	税抜金額の50％以内
	300,000円

	既存商品改良支援事業
	試作品開発に係る経費

（原材料費、試作開発費、等）

検査分析費

（成分検査費、細菌検査費、等）

包装費

（資材費、デザイン料、等）

市場調査実施費

（試供品製造費、モニタリング費用、等）

販路開拓費

（広告宣伝費、展示会出展費、等）
専門家等への謝金
	税抜金額の50％以内
	300,000円


様式第１号（第５条関係）

　　　年　　月　　日

大槌町長　　様

住所又は所在地

氏名又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　印　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先
大槌町６次産業化推進事業等補助金交付申請書

　　年度大槌町６次産業化推進事業等補助金の交付を受けたいので、大槌町６次産業化推進事業等補助金交付要綱第５条の規定により、下記のとおり申請します。

記

１　申請事業名　　
	
	６次産業化推進事業

	
	農商工連携支援事業

	
	新商品開発支援事業

	
	既存商品改良支援事業


２　交付申請額　　金　　　　　　　　　円

３　事業完了予定年月日　　　年　　月　　日

様式第２号（第５条関係）
　　大槌町６次産業化推進事業実施計画書
申請者区分　　個人 ・ 任意団体 ・ 法人 ・ その他（　　　　　　　　　　）

１．申請者情報
	氏名
（団体名又は法人名）
	

	住所
（所在地）
	

	代表者職氏名

（団体又は法人の場合）
	

	生年月日
（設立年月日）
	

	出資金又は資本金

（団体又は法人の場合）
	　　　　　　　　円

	設立目的又は活動実績

（団体の場合）
	

	構成員数

（団体の場合）
	

	雇用人数

（法人の場合）
	

	産業種別
	

	主たる生産品目
	

	年間売上高
	　　　　　　　　円


補足

１　産業種別については、団体の場合は構成員が従事している産業種別を全て記載すること。

２　年間売上高については、団体の場合は一経営体ごとに記載すること。
添付資料

・事業計画概要書（別紙１）

様式第３号（第５条関係）

　大槌町農商工連携支援事業実施計画書
	１．申請者情報

団体名
	

	所在地
	

	代表者職氏名
	

	設立年月日
	　　年　　月　　日

	出資金
	　　　　　　　　円

	設立目的又は活動実績
	

	構成員数
	

	産業種別

（一次生産者）
	

	営業許可種類

（商工業者）
	

	主たる生産品目

（一次生産者）
	

	年間売上高
	　　　　　　　　円

	主たる取扱品目

（商工業者）
	

	年間売上高
	　　　　　　　　円


補足

１　産業種別については、団体構成員が従事している産業種別を全て記載すること。

２　営業許可種類については、団体構成員が取得済みのものを全て記載すること。
３　年間売上高については、一経営体ごとに記載すること。

添付資料

・事業計画概要書（別紙１）

様式第４号（第５条関係）

大槌町新商品開発支援事業実施計画書
１．申請者情報

	氏名

（団体名又は法人名）
	

	住所

（所在地）
	

	代表者職氏名

（団体又は法人の場合）
	

	生年月日

（設立年月日）
	　　年　　月　　日

	出資金又は資本金

（団体又は法人の場合）
	　　　　　　　　円

	設立目的又は活動実績

（団体の場合）
	

	構成員数

（団体の場合）
	

	産業種別

（一次生産者又は団体の場合）
	

	営業許可種類
	

	主たる取扱品目
	

	年間売上高
	　　　　　　　　円


補足

１　営業許可種類については、取得済みのものを全て記載すること。

２　年間売上高については、団体の場合は一経営体ごとに記載すること。

添付資料

・事業計画概要書（別紙１）

様式第５号（第５条関係）

大槌町既存商品改良支援事業実施計画書
１．申請者情報

	氏名

（団体名又は法人名）
	

	住所

（所在地）
	

	代表者職氏名

（団体又は法人の場合）
	

	生年月日

（設立年月日）
	　　年　　月　　日

	出資金又は資本金

（団体又は法人の場合）
	　　　　　　　　円

	設立目的又は活動実績

（団体の場合）
	

	構成員数

（団体の場合）
	

	産業種別

（一次生産者又は団体の場合）
	

	営業許可種類
	

	主たる取扱品目
	

	年間売上高
	　　　　　　　　円


補足

１　営業許可種類については、取得済みのものを全て記載すること。

２　年間売上高については、団体の場合は一経営体ごとに記載すること。

添付資料

・事業計画概要書（別紙１）

別紙１
事業計画概要書

１．事業概要
	事業目的
	

	事業内容
	

	事業で使用する生産物
	

	事業効果
	

	製造・販売工程
	※製造や販売の方法を記載

	事業実施期間
	着手予定日：　　　年　　月　　日
完了予定日：　　　年　　月　　日

実施スケジュール詳細

	事業実施体制
	※申請者や他事業者等との役割分担を記載


２．事業費内訳

（１）収入

	区　分
	金額（円）
	備　考

	自己資金
	
	

	補助金
	
	

	計
	
	


（２）支出

	区　分
	金額（円）
	備　考（経費の具体的内容）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	計
	
	


※行が不足する場合は適宜追加すること

その他参考事項
	


様式第６号（第６条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大槌町指令第　　号
　住所又は所在地
　氏名又は名称

代表者氏名
大槌町６次産業化支援事業等補助金交付決定通知書
　　　　年　　月　　日付けで申請のあった　　事業補助金について、大槌町６次産業化支援事業等補助金交付要綱第６条により、補助金の交付を決定したので通知します。
　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大槌町長
記
１　交付決定額　　金　　　　　　　円

２　交付の条件
(１) 大槌町補助金交付規則、大槌町補助金交付規程及び大槌町６次産業化支援事業等補助金交付要綱の定めに従うこと。
（２）付加条件がある場合、その内容

様式第７号（第７条関係）

　　　年　　月　　日

大槌町長　　様

住所又は所在地

氏名又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　印　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先
大槌町６次産業化支援事業等計画変更（中止、廃止）承認申請書
　　　　年　　月　　日付け大槌町指令第　　号で交付決定の通知があった　　　事業補助金の事業計画を次のとおり変更（中止、廃止）したいので、大槌町６次産業化支援事業等補助金交付要綱第７条第３項の規定により、関係書類を添えて申請します。
記
１　変更（中止、廃止）の理由
２　変更の内容
３　変更（中止、廃止）事由が生じた日
４　変更交付申請額

	変更前
	変更後

	円
	円


補足
１　変更前と変更後を容易に比較できるように記載すること。
２　様式第２号及び別紙の変更部分を添付すること。
添付書類
・　変更後の内容や金額が確認できる書類（見積書の写し等）

・　その他、変更する内容を説明する資料

様式第８号（第７条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　住所又は所在地
　氏名又は名称

代表者氏名　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大槌町長
大槌町６次産業化支援事業等計画変更（中止・廃止）承認通知書
　　　　年　　月　　日付けで承認申請のあった　　事業補助金の事業計画の変更（中止、廃止）について適当と認めたので、大槌町６次産業化支援事業等補助金交付要綱第７条第４項の規定により通知します。
様式第９号（第８条関係）
　　　　年　　月　　日
　大槌町長　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　（事業実施主体）
住所又は所在地

氏名又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　印　
連絡先
大槌町６次産業化支援事業等補助金完了報告書
　年　　月　　日付け大槌町指令第　　号で補助金の交付決定通知のあった大槌町６次産業化推進事業等が完了しましたので、関係書類を添えて下記のとおり報告します。
記
１　事業名　　
	
	６次産業化推進事業

	
	農商工連携支援事業

	
	新商品開発支援事業

	
	既存商品改良支援事業


２　補助金交付決定額　　　金　　　　　　　　　　　　円

３　事業に要した経費

　　　事業に要した経費　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　円

　　　　（補助金精算予定額　　　　　　金　　　　　　　　　　　円）

　　　　（自己資金　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　円）

４　事業完了年月日　　　年　　月　　日

５　添付資料

　（１）事業実績報告書（別紙２）

別紙２
事業実績報告書

１．事業内容
	事業目的
	

	事業内容
	

	事業で使用した生産物
	

	事業効果
	

	製造・販売工程
	※製造や販売の方法を記載

	事業実施期間
	着手日：　　　年　　月　　日

完了日：　　　年　　月　　日

実施スケジュール詳細

	事業実施体制
	※申請者や他事業者等との役割分担を記載


２．事業費内訳

（１）収入

	区　分
	金額（円）
	備　考

	自己資金
	
	

	補助金
	
	

	計
	
	


（２）支出

	区　分
	金額（円）
	備　考（経費の具体的内容）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	計
	
	


※行が不足する場合は適宜追加すること

その他参考事項

	


添付書類

（１）契約書等の写し　

（２）実施した検査結果の概要がわかる書類の写し

　（３）補助対象経費に係る領収書又は支払金額が確認できる書類の写し

様式第10号（第９条関係）

第　　　　号　

年　　月　　日　

住所又は所在地
　氏名又は名称

代表者氏名　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大槌町長
大槌町６次産業化推進事業等補助金交付額確定通知書

　　年　月　日付けで完了報告のありました補助事業等については、次のとおり補助金の額を確定したので、大槌町６次産業化推進事業等補助金交付要綱第９条の規定により通知します。

記

	補助金交付決定年月日
	年　　　　月　　　　日　　

	補助金交付決定通知額
	円　　　　　　

	補助金交付確定額
	円　　　　　　


１．本補助金額確定通知書を受けたときは、速やかに補助金交付請求書を提出してください。

２．次のいずれかに該当する場合には、補助金交付決定取り消すことがあります。また、補助金を既に交付しているときは、補助金の返還を請求することがあります。

　（１）補助金を他の用途に使用したとき。

　（２）虚偽の申請その他不正の手段により、補助金の交付決定を受けたとき。

　（３）前２号に揚げるもののほか、補助事業に関して、規則若しくは規定に基づく町長の指示又は交付決定の内容若しくはこれに付した条件に違反したとき。

様式第11号（第10条関係）

年　　月　　日

大槌町長　様
　　　　　　　　　　　　　　（事業実施主体）
住所又は所在地

氏名又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　印　
連絡先
大槌町６次産業化推進事業等補助金請求書

　標記事業について、大槌町６次産業化推進事業等補助金交付要綱第10条の規定により、補助金の交付を請求します。

記

１　精算額及び補助金請求額

（１）精算額（実績額）　　　　金　　　　　　　　　円（①）

（２）概算払済額　　　　　　　金　　　　　　　　　円（②）

（３）差引請求額　　　　　　　金　　　　　　　　　円（①－②）

２　交付決定内容

　（１）交付決定通知　　　　　　　年　　月　　日付け　　　第　　　号

　（２）交付決定額　　　　　金　　　　　　　　　円

３　事業完了年月日　　　　　　　年　　月　　日

４　補助金振込先

	金融機関名
	
	口座種別（いずれかに○）

	支店名
	
	普通・当座

	口座名義《カナ》
	

	口座番号
	


　注：振込先確認のため、通帳等の口座名義人記載部分の写しを添付してください。


